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らないであろう。これを全て有している

ような人物はそう簡単には見つからない

が、一旦リーダーになった以上は、それ

に向かって渾身の努力を継続していくこ

とがリーダーとしての義務である。我が

国が長期の景気低迷で、国民生活の先

行き不安のみならず、現状においても格

差の問題や雇用不安で多くの国民が悩

み苦しんでいる時こそ、このようなリー

ダーの輩出が求められており、だからこ

そリーダーシップ論がかまびすしくなっ

ているのであろう。

　リーダーとは一国のトップのみなら

ず、野党を含めた政党のリーダー、経

営責任者、そして労働組合、諸団体の

リーダーを指すものと理解していただき

たい。世の中の危機を解消し、将来に

向けて明るい道筋を示すのがリーダーの

責務であることを考えれば、まさに今こ

そ真のリーダーを皆が待ち焦がれてい

ると考えられる。

　加えて言えば「合成の誤
ご

謬
びゅう

」を解決

するのもリーダーの役割である。行政で

いえば、各省庁それぞれにとって良いと

思われることも、政府全体としてはどう

なのか。経済でいえば、個々の企業にとっ

て良いと思っていることが、経済全体に

とってはマイナスではないのか、そこで

働く従業員やその家族にどのような影響

を与えているのか。などなど様々な分野

で「合成の誤謬」と思われる現象が散

見される。とりわけ、現在の日本経済に

とっての最大の課題は「デフレからの脱

却」であることは大方の一致した見方で

ある。このデフレ現象も合成の誤謬がも

たらしていると言っても決して過言では

ないと考えるのは私一人だろうか。エコ

ノミストと称される人の中には「デフレ

にも良いデフレと悪いデフレがある」な

どと高言する人も見受けられるが、果た

してそうか。筆者は決してそうは考えな

い。デフレ脱却に向けて、今こそ全ての

英知が結集されなければならないし、そ

のためのリーダーの責務は極めて大きい

ことを強く訴えたい。
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の変わり目や経済の長期低迷、あるい

は社会不安が大きくなるといつものこと

だが、リーダーシップが議論となる傾

向がある。

　はるか昔に聞いた話を思い出した。

それは昭和の時代に（平成も22年を迎

えるとそういう表現も許されると思う

が）某省の先輩後輩に当たる関係のA

氏とB氏のやり取りである。先輩のA氏

（その直後代議士となり、のちに総理大

臣に就任）が国会議員に出馬すること

を聞いた後輩のB氏（この人もいずれ総

理大臣に就任）が「貴方のような哲学

のない人が政治家になるのは世の中に

とって良くない」という主旨の話を面と

向かって箴
しん

言
げん

した、という話である。ま

た、これはそのだいぶ後の時代の話で

あるが、某新聞記者（政治担当のベテ

ラン記者）から、当時与党のC氏（後に

総理大臣に就任）が同僚のD氏を評し

て「Dさんは政策にもめっぽう強いし、

後輩の面倒見も良いし、評判も大変に

よろしい。しかし彼から総理大臣になっ

たら何をやるのか、ということを聞いた

ことがない」と言ったという話を、直に

聞いたことを思い出した。

　この二つの話は、まさにリーダーシッ

プ、とりわけ政治のリーダーシップ論の

真髄をついているのではないだろうか。

リーダーに求められるのは最低限でも、

第一にしっかりとした「哲学」を持って

いることだろう。第二には、リーダーに

なったら何をやるのかという確固たる

「目標」「目的意識」を常に準備してい

ることである。そして第三に、常に「夢」

あるいは「ロマン」を持ちながら、一

方で現実を冷徹に見据える素養を涵
かん

養
よう

しておくことを挙げたい。第四には、国

民の大多数を理解・納得させる「説明

能力」「説得力」を併せ持っていなけれ

ばならないと思う。最後に敢えて付言

すれば、「泣いて馬謖を切る」という意

味での「勇気」を備えていなければな

巻頭言
 またぞろ、リーダーシップ論がかま

びすしくなってきた。政治の潮流

巻頭言

―  �  ―
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「時代閉塞」——いまの日本社会を目の当たりにする

と、かつて石川啄木が使ったこの言葉を思い出す。景

気の本格的回復の糸口がなかなか見つからないなかで、

求職者たちは安定した仕事に就くことがますます難し

くなり、日常生活が困窮化していく。さらには、画期

的な政権交代は実現したものの、ただちに情勢が好転

するわけではないため、人びとの政治への信頼はなか

なか回復しないといった現状は、まさに「時代閉塞」

といえる。

啄木はこのように述べている。「我々は今最も厳密に、

大胆に、自由に『今日』を研究して、其処に我々自身

にとつての『明日』の必要を発見しなければならぬ。

必要は最も確実なる理想である。」（『時代閉塞の現

状——強権、純粋自然主義の最後及び明日の考察』よ

り引用）

いまの生活のなかで「必要」とはなにか。いいかえ

れば生活を充実させる必要条件はなにかをまず考えて

みたい。ひとつは、保育、介護、環境保全などに関す

る社会サービス、もうひとつは、所得を得る方法とし

ての雇用・就業である。

ここで、とりわけ問題にしなければならないのは、

雇用・就業機会をどのように創出するかという点であ

る。政府は、昨年末に発表した新成長戦略（基本方針）

のなかで、2020年までに環境、医療・介護・健康、

観光の3分野で約476万人の雇用を創出する目標を掲

げた。どのような産業分野でどのくらいの規模の雇用

を生み出すかという数値目標を示すことも重要であろ

うが、同時にそれを実現するための有効な具体策を早

急に検討する必要がある。

その方策のひとつとしていま注目されているのが、

社会的企業である。社会的企業とは、貧困撲滅や社会

的包摂などの社会的目的をもって収益事業を行うビジ

ネスモデルであり、欧米を中心に発展している。その

組織形態は、協同組合、NPO、ボランタリー組織など

の非営利組織もあれば、会社形態もある。事業活動の

内容も多様である。

社会的企業が地域に根ざした事業活動を展開してい

る場合、機動的に活動するため事業規模はさほど大き

くないことから、一事業体あたりの雇用・就業機会の

創出の規模には限界がある。しかし、地域のなかでこ

のような事業活動が着々と増えていけば、さまざまな

効果が期待できる。

たとえば、地域住民に対して、有給の雇用・就業機

会を提供することはもちろん、その地域でニーズの高

い財・サービスを提供することができる。つまり、そ

れは需要を喚起し、疲弊した地域経済を活性化させる

こと、労働市場への参加を促すことにも結びつく。

もうひとつは、社会的企業を通じて地域のなかにソー

シャル・キャピタル（人間関係資本）、すなわち人と人、

あるいは組織と組織とのネットワークを構築すること

ができる。そうしたネットワークの活用により、事業

展開がさらに促進されることになるし、人びとの社会

参加が進み、壊れた地域コミュニティの回復にもつな

がる可能性は高い。

日本でも社会的企業が普及しつつあるものの、これ

らを育成し支援するような制度的枠組みはないにひと

しい。生活のなかの「必要」を充足するため、新たな

制度的枠組みを検討する一方で、労働組合や労働者自

主福祉団体が、これまでに培ってきたネットワークを

活用し、自らこうした事業活動を行う、あるいは支援

する必要性も高まっているといえる。欧米の経験をそ

のまま日本に移植しても成功するとはかぎらない。雇

用創出を実現するための手段として社会的企業を定着

させるには、乗り越えなければならない多くの課題や

問題点があるだろう。いまこそ本格的に、日本におけ

る社会的企業の可能性を検討すべきではないだろうか。

（大熊猫）

視　点

社会的企業は時代閉塞の
突破口となりうるか
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ポンチ絵を描く能力
　先日、岐阜県の美濃市で園芸用の苗を育て
るときなどに使うプランターや家庭用の園芸
品の成形加工をするメーカーを訪ねた。もと
もとは和紙を漉くのが盛んな地域だったが、
近年の需要減でいまでは和紙の生産は「伝統
芸能」的に残っているだけである。多くの生
産者は新しい地場産業としてのプラスチック
成形による園芸用品へと転換しているのだが、
その中心となっている工場主に話を聞いたの
だった。
　その工場は売り上げの20%くらいが国内で
生産され、残りは上海近郊の中国工場で作っ
ているとのことだった。日本でつくるのは、
売れ筋の様子を見ながら急ぎで対応する必要
のある、いわゆる「即応品」と、新作の商品
が中心とのことである。コストを考えたら中
国が安いのだが、どうにも新作は無理だとい
うのである。
　たとえば、「岐阜あたりの金型屋さんだと、
必要とする新しいプランターのイメージを雑
談で伝えれば、その場で『型』のポンチ絵を
描いてくれて、あとは寸法を決めればよいの
ですが、上海あたりの中国人が経営する金型
屋に行って、仕事を頼むと、図面をくれとい
うのです。冗談ではない。図面なんか書けま
せんよ。それは型屋さんの仕事だと思ってい
ます」というのである。なるほどよくわかる
のだ。金型屋としての蓄積の差があらわれる
のである。
　日本の場合、1960年代の高度成長期に、地

方から都会にやってきた若者たちが、仕事を覚
えてどんどんと独立した。もちろん独立は歓迎
された。ライバルができるということではなく
て、「最もアテになる協力メーカー（下請け）」
の誕生を意味したからである。
　独立した職人たちは、汎用機からＮＣへの転
換を経ながら、順々に階段を上がるようにして
技術を向上させた。家電もクルマもここ40年
から50年の間に飛躍的に製品が変化（向上）
したが、その背景には当然40年、50年とかけ
た技術の向上も伴っている。
　しかし中国などの場合は、成長が急速すぎて、
技術教育のシステムがまだ開発されていない工
場が多いのである。だから日本では当たり前の
こと、つまり相手の話を聞きながら、完成品の
スケッチ（ポンチ絵）を描くようなことができ
ないのである（もちろんいつかは追いつくだろ
うが、こちらもまたその間に前進していよう）。

「新しい仕事」をつくる人
　いうまでもないことだが、ビジネスで大切な
ことの一つは取引先の要望への対応だ。それは
潜在的な期待への対応力も含まれる。たとえば
どんな職場にも「いつもの仕事」と「新しい仕
事」の二つがあるが、さしあたっての経営を成
り立たせているのは「いつもの仕事」だ。しか
し将来に向かって事業を継続させるには、「新
しい仕事」の創出・開発が必要である。
　といっても「いつもの仕事」も不変ではない。

「改善」といってしまうとあまりに簡単なこと
のように思えてしまうが、日々の仕事のプロセ
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スを「より良く」することも「新しさ」の一つ
ともいえよう。たとえば「早くできるようにな
る」「品質が安定する」「コストダウンを図った」
といった結果がでれば、それは「新しい」とい
えるのである。ただし日本のものづくりの現場
では、そうした「改善」が取引の前提になって
いるが故に、「いつもの仕事」は価格が低下し
陳腐化するのである。それゆえ職場ではたえず
付加価値の高い「新しい仕事」の創出・開発が
求められているのである。
　それをプロセス・イノベーションとプロダク
ト・イノベーションとに分けることができる
が、両者の関係はいうまでもなく密接だ。工場
で一人前といわれる人、あるいは「なくてはな
らぬ人」といわれるのは前述の金型屋さんの例
でいえば、相手の話を聞きながらその場でポン
チ絵を描ける人のことである。つまり「取引先
からの相談に乗れる人」ということである。そ
ういう人は「いつもの仕事」の改善と「新しい
仕事」の創出の両方に取り組めるのである。そ
のような人は場合によっては、「こんな製品が
欲しいのではありませんか」と相手方に案件を
持ち込んだりもできるのである。このような能
力のある人は経験的な蓄積が大きいのだが、意
識的な努力抜きにはこうはならない。
　この「新しい仕事」ということに関連して、
もう少し開発の事例を紹介しよう。たとえば塗
装機のノズルなどを作っている横浜市にある
25人ほどのメーカーに、大手自動車メーカーか
ら「塗装工の技能の善し悪しで仕上がりが異な
るのではなく、だれがやっても同じ仕上がり結
果の出る塗装機はないものか」と相談があった
とき、開発の責任者は即座に「わかりました」
と返事をして、数ヵ月かかったが「引き金から
ノズルの穴」までの工程を点検し直し、「だれ
がやっても同じ塗装ができる」という「再現性」
を作り出せる塗装機をつくったという。
　あるいは福井県の鯖江市にあるチタンの微細
加工が得意な工場をみると、インターネットを
通して、全国からさまざまな依頼が届いている。
チタンは軽くて丈夫なのだが、切削すると熱を
出すので加工しにくいのが特徴だ。だからクル
マに限らず航空機から医療機器まで、多様なジ

ャンルの業界がチタン加工の技術を求めてい
る。その鯖江市の工場では、かつては地元の産
業である眼鏡のフレーム用のネジ加工などをし
ていたのだが、いまではその仕事は全体の中で
占める比率はわずかである。
　このように「どうにかならないか」といった
問い合わせがあったとき、すぐにでも取りかか
れる能力をもっている人が一人前といわれる人
である。それにはＮＣの工作機械の徹底した知
識が必要だ。慣れた仕事ならデータがあるが、
新しい材料や形状の場合は経験的な知識がもの
をいう。加工結果を「想像」し「創造」するこ
とが求められるのである。
　現場でのそのような技術・知識は個人差が大
きいことはいうまでもないが、次に課題となる
のは「向上心」である。誰にでも「一人前にな
ろう」とする向上心があれば問題はないが、な
かなかそうはいかないのが職場の実際だ。もと
もと本人に成長しようとする意思がないと、人
材の育成は成り立たないのである。
　良い会社というのは人を育てる仕組みをもっ
ているものだが、より高いレベルの仕事能力の
獲得に向けて人々が努力するには、経営者や経
営管理者による、「本人の成長意欲」を担保する、
それなりの努力あるいは仕掛けが必要である。
それは賃金であったり社内の身分（地位）であ
ったりもするが、基本は信頼関係と評価である。
とくに中小企業の場合は、今回のリーマンショ
ック後の景気後退などを経験すると、仕事が職
場からかき消えてしまい、従業員の目から見て
も「会社と自分たちの生活はどうなるだろう」
といった気分に襲われるので、自分でスキルを
向上させ付加価値を高めることの必要性を実感
するのである。
　目標管理といってしまうと少し違うような気
がするのだが、全体のスキルを向上させるには、
まず経営者が企業としての目標（経営方針ある
いは経営計画など）を示し、次に部署毎あるい
はチーム毎の目標を立て、次に個々人の到達目
標を定める。そして全体の工程表をつくるのが
一般的である。

―  �  ― ―  �  ―
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人材の育つ計画あるいは手順
　たとえば、前述の塗装機の改善に取り組
んだメーカー（社名・東京ダイス）の場合は、
もともと大型の計測器などにつかう超硬素
材の研磨や穴開けなどの技術をもっている
会社だが、この会社の「技術向上」に向け
たプログラムを見ると次のような手順とな
っている。
　まず社長さんは次のような方針を立てた。

「仕事の将来性ということで、技術よりも価
格と納期が競争の条件となっている製品群
については、経営資源を投入するメリット
は小さい。それに対して耐久性や超精密度
など、付加価値を要求する製品は、技術の
優劣が競争条件なので、企業価値を高める
ために必要な投資を行う。また技術陣だけ
ではなく、営業も技術的な知識が高い人間
を育てる必要がある」と。
　このようなコンセプトによって作られた

「経営計画書」が社員に示され、次にそれぞ
れの社員から、経営計画に沿った「自己改革」
のプランが上げられる。それは次のような
ものである。
　たとえば入社したての新人は次のような
目標を掲げる。「①使用する機械の基本操作
と知識を身につける。②工具や加工材料の
基礎知識を覚える」
　すでに数年働いている人物は「①新しい
機械のソフトを利用して、三次元加工を試
みる。②日常的な仕事の加工方法の見直し
やプログラムの変更などを検討し、仕事の
時間短縮（工数削減）を図る。③図面内容
の理解度を高める。④まだ使ったことのな
いＮＣ旋盤のプログラム入力や操作を覚え
る」という目標をたてる。
　勤続10年を超えたようなベテランになる
と「①自分が手がけてきた製品の作業手順
書をつくり、後輩へ技術の継承をする。②
微細放電加工後の内径ラップ加工に挑戦す
る。③現在はφ0.08まで可能だが、それ以
下の径がラップできるように挑戦する。④
不良が起きにくく加工しやすい治具の改良
や、測定が困難な製品を簡易測定できる検

査用治工具を考える」といった目標が立てられ
る。
　そして管理職クラスになると「①将来の主軸
となりうる微細切削加工について、各担当者か
ら情報収集を行い研究の方向性を構築する。②
国内の加工技術レベル及び切削工具の調査。③
現行設備での切削試験。④三つの製品を重点に
加工時間の短縮を図る」といった項目が並ぶ。
　それぞれが自分の置かれている立場と目標と
すべき位置を明瞭に理解しているのである。も
ちろん社長を中心とした周辺との相談や助言が
あるにしても、技術を向上させる方向がはっき
りしているのだ。
　昔はよく、「技術は盗んで覚える」とかいわ
れたが、実際には手をとって教え、覚えるのが
普通だった。工場で経験を積んだ技術者に聞く
と、教えるのが下手な人間は自分でも良く分か
ってない場合が多かったというのである。つま
りよく分かっている人は説明能力もあるのだ。

しんどい時間と達成感
　このようにして各人が仕事の相互関係の中で
技術を高めていく工場の場合は、当然のことだ
が長期雇用を前提としている。短い時間では技
術の向上は望めないからだ。
　市場競争とは「昨日までの商品との差別化」
の日々である。新しい商品はデザイン、品質、
価格、機能・用途などさまざまな変化を遂げる
が、その重要な基礎の一つが技術革新である。
技術革新の多くは、素材やその加工方法の変化
が伴う。その変化は工場の人々の能力の成長を
促す。あるいは別の言い方をするならば、工場
の人々は自分を進化・成長させなければ生き残
れないのである。むろんどんな業種でも同様だ
ろうが、継続する仕事というのは、その内部で
どんどん変化をしている仕事であると筆者は思
っている。
　もちろん世の中の仕事というものは、クリエ
ィティブでエキサイティングなものばかりでは
ない。というより多くの仕事、あるいは仕事の
多くは、さしあたっては「楽しくない」ものだ、
といってよい。しかし仕事上での達成感や満足
感といったものは、地味なレンガを積み重ねる
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ような日々の上に成り立っているものである。
たとえば超硬の素材に、50ミクロン、40ミク
ロンといった穴あけに取り組む作業はしんどい
ものである。しかしそれが新しい製品がマーケ
ットに届けられるためには必要条件であるし、
しんどい時間を経過しているが故に達成したと
きの喜びもおおきいのである。
　繰り返していうが、良い会社は人を育てる仕
組みをもっている。付加価値の生産は結局のと
ころ人がもたらすものなので、何らかのかたち
で、人間の能力を育て、成長させることを意識
的に行っていない企業は継続することができな
いといってよい。
　もちろん経営資源というものは人材だけでは
なく、何らかの形で同業他社との間で差別化さ
れた経営資源を持っている企業は生き残ること
ができるのだが、工場の場合のそれは固有の技
術なり技能であることが多い。それゆえ長く経
営を継続している企業は技術や技能というもの
を上記の事例のように意識的に育てているので
ある。

技術をもつと生きられる
　製造業に限っていうと、中小企業には大きく
分けて二つのタイプがある。一つは市販品タイ
プの製品をつくっている企業で、もう一つはネ
ットワーク型の企業である。このネットワーク
型というのは、クルマとか家電といったいわゆ
る完成品のメーカーに、部品や資材を納入して
いる協力メーカーのことだが、昔の言葉でいえ
ばいわゆる「下請け」である。取引の現場では

「下請け」という言葉は使われなくなってきて
いるが、「下請け取引法」など法律の言葉が残
っているので、マスコミなどではこちらの方が
一般的かも知れない。
　また、たしかに取引上は「優越的地位を利用
した不当な取引」なども後を絶たないのである
が、実際の取引では、お互いが「アテになる相
手」であり、場合によっては「なくてはならぬ」

「代替のきかない」存在であるといってよい。
つまり雑談をしているうちにポンチ絵ができる
という頼りになる存在なのだ。またそうなるよ
うにみな努力するのである。

　もちろん技術的に優れていても生き残りに失
敗する経営もある。たとえば典型的には投資の
失敗である。筆者が20年にわたって定点観測
していた大田区の金型屋さんが2年ほど前に廃
業した。原因は燃料電池向けの機械装置への投
資の失敗である。思ったほどには仕事が伸びな
かったのである。
　ではそこの従業員はどうしたろう。路頭に迷
っただろうか。そんなことはない。技術のある
人間はみなどこかに雇われた。ハローワークに
行ってみるとすぐ分かる。失業率が5%を超え、
若者が就職氷河期で凍えているような報道のな
かで、ＮＣの工作機械を使いこなす人間は60
歳になっても仕事はあるのだ。つまり雇用を守
る上で大切なことの一つは「仕事を覚える仕組
みづくり」である。
　グローバル化の波のなかで大手企業が海外に
工場を移転させるので、中小企業の仕事がなく
なり、みな困っているかのような報道があるが、
そのような事実はない。中小企業もどんどん海
外へ行っている。かつて首都圏から東北へと場
所を広げたように、中小企業もまた東アジア諸
国に進出しているのである。
　そうなると今度は、日本国内に仕事が残るの
か、と心配する人が出てくるが、それも杞憂の
ようである。プラザ合意（1985年）のあとから、
そのような心配がいつも語られるが、新しい仕
事と技術が次から次へと生まれているのであ
る。
　2008年の秋からの大きな景気後退のなかで、
この1年間はみなひどい目にあったが、2009年
の11月ころから仕事は急速に復活している。
むろん工作機械など設備系の回復は遅れている
が、仕事の動きは明らかにでてきている。土日
のほかに金曜日ともう一日の休みといった「ヒ
マな日々」は終わった。このヒマな日々を、技
術の向上のために努力していた工場に飛躍する
チャンスがやってきたのである。
　2010年の春の職場では「賃上げは無理でも、
今年の夏からボーナスがふえるだろう」という
話題が登場するに違いない。少し減りすぎてい
るのだから。
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寄
稿

　2008年9月に米国の投資銀行であるリーマ
ン・ブラザーズが破綻し、世界的に金融不安
が広がった。日本でも、輸出関連の業種や金
融業、不動産業などを中心に多数の業種にお
いて株価の大きな下落を経験した。マネー経
済の動揺は、実体経済にもマイナスの影響を
もたらし、現在も様々な地域・産業で景気低
迷の傾向がみられる。　
　2009年3月に厚生労働省が発表した「賃金構
造基本統計調査の結果」によると、フルタイ
ム労働者の2008年6月時点の平均賃金が、前年
に比べて低下して、月額29万9100円であった。
30万円を下回ったのは実に10年ぶりであり、
労働者の賃金水準の下落傾向を印象づけた。
背景には非正規労働者の拡大などがある。
　また、直近の失業統計によると、2009年11
月の完全失業率は5.2％（速報値）であり、完
全失業者数は331万人と1年前に比べて75万人
の増加となっている。特に、東北、近畿、九州・
沖縄地方がそれぞれ約6％の高水準である。（総
務省統計局の「労働力調査」による。なお、
完全失業者数は13か月連続の増加である）
　このように雇用環境が悪化していくと、個々
の労働者の労働条件は一層不安定なものにな
る。仮に大リーグのイチロー選手のように、
会社（チーム）にとって不可欠な人材であれば、
不況期でも自力で良い労働条件を会社から獲
得できるであろう。これは、自分一人で「労
務を提供しない」と宣言するだけでも、会社
に十分な圧力をかけられるためである。しか
しながら、多くの労働者の場合は、会社に「辞
めてやる」といえば、「はい、どうぞ」と言わ
れてしまうのがオチであり、これまでの労働
条件を維持することも不況期には難しくなる

（大内伸哉著『雇用はなぜ壊れたのか』（ちくま
新書）参照）。深刻なのは、最低限の生活に必
要な賃金を長時間働いても得られないほどに労
働がダンピングされているケースが広がってい
る点である。
　したがって、仲間を集め、望ましい労働条件
の獲得にむけて会社と交渉する「労働組合」の
制度は、今日のような景気低迷下においては、
多くの労働者にとって一層その存在意義が増す
ことになると考えられるし、実際に企業別の労
働組合や、非正規労働者を中心としたユニオン
の活動が、労働者の就労条件や労働者保護規定
のあり方にも大きな影響を与えている。学問の
世界では、ミルトン・フリードマンのように労
働組合は経済効率を阻害するとして、その制度
自体に否定的な見解を持つ者もいるが、労働者
の基礎的な就労条件の確立に向けて労働組合が
これまで歴史的に果たしてきた役割を評価する
声も大きい。
　とはいえ、景気が低迷し、ワーキングプアの
拡大が社会的に問題視されている状況下におい
て、我が国の労働組合の組織率が国際的に見て
低い水準にとどまっている点は注意を要する。
厚生労働省の調査から近年の労働組合の推定組
織率（雇用者数に占める労働組合員数の構成比）
を確認しておくと、2008年における推定組織
率は18.1％であり、2割を下回る低さである。
パートタイム労働者や中小零細企業の労働者に
おける組合加入率が非常に低いことなどがその
背景にある。90年代半ば以降に非正規労働者
が急増するなかで、ほとんどの労組が非正規労
働者の組織化に消極的であったため、90年代
初頭から現在にいたる約20年の間に組織率が
8％程度下落している（ちなみに、ILOの統計

労働条件の底上げに関する
労働組合の役割と公共政策
浦川　邦夫
（九州大学経済学研究院准教授）
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資料によるとスウェーデンなどの北欧諸国は、
2000年代においても組織率が9割以上と非常に
高い。イタリア、オーストリアは約4割、カナダ、
イギリスは約3割の組織率である。米国、韓国
は日本よりも低く、10％前後となっている）。
　ただし、最大の産別労組であるUIゼンセン
同盟は、組織内に流通、外食、介護、人材サー
ビスといった非正規労働者比率の高い産業が多
く含まれていることも影響し、非正規労働者の
囲い込みが進んでいる。「週刊ダイヤモンド

（2009/12/5号）」の記事によると、2008年度に
おいてUIゼンセン同盟全組合員（約107万人）
の44％がパートタイム労働者で占められてい
る）また、最近はナショナル・センターの連合
が2007年に非正規労働センターを設立するな
ど、非正規雇用問題の解決に向けてより積極的
な動きを見せている。
　ここでは、上記のような現状を踏まえ、労働
条件の改善に向けて公共部門に求められる政策
とは何か、あるいは労働組合に今後どのような
役割を期待できるか、といったことについて考
えてみたい。
　まず第1に、先述のとおり、賃金収入が国（厚
生労働省）の定める最低生活費を下回るような
ワーキングプアが増加しているという問題があ
り、彼らの多くは非正規の労働者であるので、
彼らの賃金を正社員・正職員の賃金水準に近づ
けるという方策が必要である。最低賃金の引き
上げや非正規労働者の待遇改善に関する諸政策
が、その一例となる。連合も、非正規社員の労
働のあり方が、正規社員の労働にも大きな影響
を与えることを認識し、春季労使交渉で「パー
トを含めた非正規社員の処遇改善」を柱に据え
る方針を示すにいたっている。今後、多くの企
業で非正規から正社員への転換に関する制度づ
くりがさらに進展することが望まれる。また、
スキルアップに関する教育支援のみならず、労
働者の権利に関する法知識を働き手や就職前の
学生に提供していくような環境整備も重要と考
える。
　最低賃金については、2009年度の地域別最
低賃金の全国加重平均は713円となり過去最高
を更新した。即ち07年度から3年連続での10円
以上の引き上げである。景気低迷の中での引き
上げであるため、中小企業の経営者の反対も根
強いが、雇用の不安定な低賃金労働の拡大は、
就労層の貧困の本質的な解決には結びつくもの
ではないし、何より地域経済の持続的な発展に

おいてもプラスとはならないと考える。正規労
働者の長時間労働を削減して仕事を分け合うと
いったワークシェアリングに関連する方策との
組み合わせにより、生活していけるだけの賃金
があらゆる労働者に確保されるように労使双方
が働きかけていくことが期待される。
　第2に、様々な業態の労働者を対象とした包
括的なセーフティ・ネットの構築が必要であ
る。厚生労働省「平成19年就業形態の多様化
に関する総合実態調査結果の概況」によると、
契約社員の約3割、パートタイム労働者の約5
割が雇用保険に未加入である（被用者の公的医
療保険や厚生年金の加入についても同様の状況
がある）。いわば、日本の社会保険制度は、本
当の就労不安定層を十分にカバーしていないと
いう問題がある。政権交代後、雇用保険の適用
対象者の拡大に向けた動きが広がっている点は
望ましいことである。社会保険適用の拡大は、
非正規労働者比率の高い業界の経営者から反対
の声も強いが、労働者の生活の安定に直結する
問題であり、ナショナル・センターなどの今後
の姿勢が注目される。
　第3に、政府やナショナル・センターが、自
国の労働者の雇用環境の安定化にむけて、海外
に向けた政策提言をより積極的に行うことを期
待したい。たとえば、発展途上国との通商を進
める際には、その条件としてその国において労
働者の権利を守る諸制度が整えられるように迫
る、といった方策が考えられる。いわば、奴隷
的な労働や児童の酷使を禁止することを他国に
も積極的に訴えかけるような姿勢が必要である

（同様の主張は、片山善博・元鳥取県知事が文
藝春秋2010年2月号で述べている）。市場経済
のグローバル化の動きに対して、労働側として
は、「良質な労働条件を世界中に広げていく」
というマクロの視点を持つことが、国内の貧困
や正規・非正規間の格差の縮小においても重要
と考える。
　働いても十分な生活のできない低賃金労働の
実態の打開にむけて、労働運動が大きな役割を
果たしてきたことは、これまでの歴史が証明し
ている。近年におけるユニオンの活動などから
労働運動への注目は高まっており、企業別労働
組合やそれらの上部組織においても、このよう
な多様な運動を取り入れる動きが見られる。今
後も企業主義的な姿勢から組合がいかに脱却す
るかが、労働者の労働条件の底上げに向けて重
要な鍵となるであろう。
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2010年度日本経済の展望（改定）
報 告

1．2009年度の日本経済（実績見込み）

　2007 年秋から景気後退局面に入り、2008 年秋の世

界的な金融危機によって急激に落ち込んだ日本経済は、

2009 年度に入ってからは、在庫調整の進展による生産

の増加、政府の経済対策の効果、中国をはじめとする世

界経済の回復等により、持ち直しの動きが続いている。

しかしながら、最悪期は脱したといっても、需要が供給

能力を大幅に下回る状況が続いている。

　勤労者の生活をとりまく環境は、2009 年度に非常に

厳しいものとなった。雇用・所得環境は悪化し、完全失

業率は 5％台が続き、有効求人倍率も過去最低水準が続

いている。賃金については、夏季賞与、冬季賞与等が大

幅に減少し、所定内・所定外給与も前年を下回る状況が

続いている。個人消費は、持ち直しの動きがみられるが、

これは主に定額給付金やエコカー減税・エコポイント制

度等の政策効果によるものであり、基調としては雇用・

所得環境の悪化を受けて、弱いものとなっている。

　物価については、需要の低迷等から、デフレが進行し

ている。政府は 11 月の月例経済報告において、「物価

の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある」

と、事実上のデフレ宣言を行った（2006 年 6 月以来約

3 年半ぶり）。

　2009 年度の実質 GDP 成長率は、2008 年度後半の急

激な落ち込みの影響（いわゆるマイナスの「ゲタ」）もあっ

て、−2.7％程度と 2 年連続のマイナス成長となる見込

みである。

2．2010 年度の日本経済の見通し

（1） 緩やかな持ち直しの動きが続く
　2010 年度の日本経済は、民需主導の本格的な回復が

期待できる状況にはなく、持ち直しの動きが続くとして

も緩やかなものであると考えられる。

　世界経済については、中国をはじめとしてアジア経済

の回復が続き、欧米経済は緩やかに回復する。企業部門

では、輸出の回復により生産は回復し、設備投資は低調

さが続くものの、下げ止まることが期待される。

　雇用環境については、「明日の安心と成長のための緊

急経済対策」（以下、緊急経済対策）等により、雇用の

下支え・創出の効果は働くものの、厳しい状況が続くと

考えられる。雇用・所得環境の厳しさを背景として、個

人消費は、子ども手当の支給等による政策効果が期待さ

れるが、その効果を除けば低調な動きが続くものと考え

られる。また、2010 年度については、協会けんぽ等の

保険料引き上げなど、勤労者の実質的な可処分所得の減

少となる制度改正も予定されている。

　物価については、GDP 比で約 7％もの巨大な需給

ギャップが存在することから、価格低下圧力が強く働き、

物価が継続的に下落するデフレは続くと考えられる。な

お、消費者物価上昇率については、公立高校授業料の無

償化、たばこ税の引き上げ、診療報酬の改定等の政策の

影響が合計 0.3％程度引き下げ効果を持つことに留意す

る必要がある。

　以上のように、2010 年度実質 GDP 成長率は、3 年ぶ

りのプラスとなるものの、経済成長の姿としては、非常

に緩やかな持ち直しとなると考えられる。

（2）家計を成長のエンジンに
　2010 年度の日本経済は、外需については世界経済の

回復に伴い、輸出企業を中心に生産の回復が期待される

が、内需については、厳しい雇用・所得環境、デフレの

進行等により、自然体で考えると需要創出が期待できな

い状況である。このため、2010 春季生活闘争及び政府

による家計の所得を重視した政策の実施により、内需を

創出していくことが期待されている。

　今回のシミュレーションでは、非正規労働者をはじめ

とする処遇改善を重視した賃金改定が行われ、かつ、政

府によって家計の所得を重視した政策が実施されるとい
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「2010年度日本経済の展望（改定）」は、連合総研「2009 〜 2010年度経済情勢報告−雇用
とくらしの新たな基盤づくり−」（2009年10月）に掲載した「2010年度日本経済の展望」を、
現時点で得られる情報を踏まえて改定したものです。

うケースと、家計の所得改善が進まないケース

に分けて試算を行っている。

〔ケース A〕非正規労働者の処遇改善をはじめ

とする賃金改定が行われ、政府による家計の所

得を重視した経済政策が実施されるケース

　ケース A では、非正規労働者への処遇改善

をはじめとして、全体として適切な賃金改定（お

おむね 2％）が実施され、また、子ども手当や

公立高校の授業料の無償化等、政府によって、

家計の所得を重視した経済政策が実施される、

としている。

　これらにより、家計の可処分所得が増加し、

くらしに安心感が生まれることから、個人消費

の水準が上昇し、家計から需要が創出される。

雇用については、緊急経済対策に盛り込まれた

施策等の実施により、雇用の下支え・創出が行

われる。

　この結果、実質経済成長率は 1.6％程度を達

成すると見込まれ、家計の需要刺激を起点する

内需主導型経済への道筋がつくことなる。

〔ケース B〕家計の所得改善が進まないケース

　ケース B では、一部に定期昇給分が確保で

きない企業も生じる状況に陥るため、賃金改定

率はおおむね 1％にとどまり、また、家計の所得に対す

る政策が実施されない、としている。

　このため、家計の所得は減少し、個人消費が冷え込む。

この結果、実質経済成長率は 1％を下回り、名目経済成

長率はマイナスが続く。雇用情勢も悪化し、内需が縮小

する結果、デフレに拍車がかり、景気は停滞状況に陥る。

（3）2010 年度見通しについてのリスク
　2010 年度の経済について、見通しが下振れするリス

クとしては、以下 4 点が挙げられる。

①デフレの一層の深化とデフレ・スパイラルの発生

　2000 年代の長期にわたるデフレの経験から、企業や

家計は物価上昇期待を持ちにくくなっている。デフレは、

景気回復とともに解消していくはずのものであるが、需

要の低迷が続き、物価上昇期待が低下する場合には、デ

フレの一層の深化が懸念される

　デフレの進行は、企業や家計における債務の実質負担

の増加、実質金利の上昇、賃金の低下圧力等、経済成長

―  11  ―



DIO 2010, 2

の下押し要因をもたらす。デフレの一層の深化により、

賃金の低下等によって需要がさらに縮小し、その結果、

価格が一層低下するというデフレ・スパイラルの発生も

懸念される。

　デフレの深化というリスクの発現を防止するために

は、積極的な金融政策と相まって、上述のような家計を

起点とした内需創出が求められる。

②雇用・所得環境悪化による悪循環の発生

　2010 年度には、本格的回復への基盤づくりの年とし

て、内需主導型経済の仕組みを作ることが求められてい

る。しかしながら、雇用調整が進行し、デフレと相まっ

て賃金の低下が続くこととなると、雇用・所得環境の悪

化に歯止めがかからなくなる可能性が懸念される。この

場合、消費が冷え込み、企業の経営環境や将来見通しが

悪化し、そのため雇用・所得環境がさらに悪化するとい

う悪循環が発生するリスクがある。

　こうしたリスクの発現を阻止するためには、政府が既

に決定した対策等のきめ細やかで実効ある実施を図ると

ともに、必要に応じて政策をさらに拡充していくことが

求められる。　

③世界経済の回復の遅れ、中国経済の失速

　日本経済の回復に向けては、内需のみならず、成長が

著しい海外市場に製品・サービスを供給していくことが

不可欠である。今回の経済見通しの作成にあたっては、

世界経済が全体として緩やかに回復することにより、日

本の輸出が回復することを前提としている。中国経済は、

内需を中心に堅調な回復を続け、その波及効果もあって

近隣のアジア諸国経済が回復することが見込まれる。ア

メリカ経済については、公共投資の本格化、所得減税の

継続等の景気刺激効果等によって、緩やかに回復するこ

とが、ヨーロッパ等の他の先進国についても非常に緩や

かであるが回復に向かうことが見込まれる。

　こうした前提が満たされず、世界経済の回復に遅れが

生じる場合には、日本経済においても輸出が停滞し、製

造業の生産活動等の低迷が生じることとなりかねない。

　アメリカ経済は、高い失業率（2009 年 12 月 10.0％）

を抱え、経済の回復が雇用の増加につながらないジョブ

レスリカバリーの可能性が懸念されている。雇用・所得

環境が悪化した場合に、家計のバランスシート調整が続

くことにより、アメリカ経済の牽引役である個人消費が

回復しないリスクがある。また、金融機関の経営不安の

再燃や、金融機関の貸し渋りにより企業・家計の経済活

動が停滞するという、金融市場と実態経済の悪循環も懸

念されている。同様のリスクは、ヨーロッパ経済にも存

在すると考えられる。

　また、中国経済については、一部の地域で不動産価格

が上昇するなど、バブル発生の可能性がある。中国は日

本の最大の貿易相手国であり、仮に中国経済が失速する

となれば、日本経済も影響を免れない。なお、一方で、

中国経済については、家計所得が予想以上に増加し、想

定以上に成長率が上振れする可能性もある。
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④為替レートおよび原油価格の変動

　為替レートについては、今回の展望作業では、足元の

価格が続くことを仮定している。しかしながら、アメリ

カ経済の回復の遅れやドル不安等により、円高が進むリ

スクがあると考えられ、円高によって、輸出企業の業績

が下方修正されることが懸念される。

　原油価格についても、足元の価格が続くと仮定してい

る。しかしながら、新興国の需要拡大を背景に、投機的

な資金が原油市場に流入するような場合は、価格が急上

昇するリスクがある。この場合、物価は全体として下落

するという状況の中で、企業収益の圧迫や家計の負担増

が懸念される。

（4）成長には雇用とくらしの新たな基盤づくりが重要
　2010 年度の日本経済は、力強い成長が望める状況に

はないが、内需をもエンジンとした本格的回復へ向けて

の基盤づくりに向けて歩みを進める年にしていくことが

必要である。

　2002 年からの景気拡大は、輸出をエンジンとしてい

た。しかしながら、景気拡大の恩恵は勤労者のくらしに

は及ばず、実感なき景気拡大に終わった。今後の本格的

な景気回復を、勤労者にとって実感あるものとするため

には、内需の創出による自律的な成長の実現、さらに、

外需の恩恵が勤労者にも還元される仕組みの構築が必要

とされる。

　このためには、2010 年度に、家計の所得を重視した

諸政策の実施に加えて、非正規労働者の処遇改善をはじ

め、定期昇給の維持にとどまらない春季生活闘争の成果

が期待される。また、政府の政策については、今回の景

気後退で明らかになった雇用とくらしのセーフティネッ

トの不備を早急に改善していくことが必要である。くら

しに対する安心感が広がることによって、消費者の消費

意欲も喚起される。

　日本経済の中長期的な成長のために何よりも必要とさ

れているのは、雇用とくらしの新たな基盤を構築するこ

とである。2009 年度に政権交代を果たした政府におけ

る戦略的な取り組みが期待されるとともに、労使をはじ

め経済社会のあらゆる部門の貢献が必要とされている。

2010年度日本経済の展望（改定）
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　連合総研フォーラムでお聴きなった方もおられるであ
ろうが、当研究所「経済社会研究委員会」の主査でも
ある小峰隆夫法政大学教授は、日本の景気の動きを、
輸出等⇒企業部門⇒家計部門の3つのフェイズで説明
する。景気拡大の場合は、　
　第1段階　輸出や公共投資の増加→生産増
　第2段階　企業収益の増加→設備投資増
　第3段階　雇用･賃金の増加→消費増
である。しかしながら、2002年から始まった直近の景
気拡大期には、第2段階の企業部門で止まってしまい、
第3段階の家計まで達しなかった。
　2007年末からの今回の景気後退でも、この3フェイズ
が当てはまり、
　第1段階　輸出の鈍化による生産減
　第2段階　企業収益、設備投資の減少
　第3段階　雇用情勢の悪化
となる。直近の景気拡大期と異なり、今回の景気後退は、
第2段階の企業から、第3段階の家計へとしっかりと波
及している。
　3つのフェイズ論は、日本経済の景気循環の説明とし
ては、極めてわかりやすく納得できる。一方で、景気回
復のあるべき姿なのかと考えてみると、3つのフェイズで
満足していてはいけないのではないか、と気付いた。
第3段階の家計部門を最終段階とするのではなく、次な
るフェイズへの波及が求められている。
　そこで、目指すべき本格的景気回復のイメージを表し
たのが、2010年度日本経済の展望（改定）に示した、「図
表　景気回復の経路」（12ページ参照）である。
　この図のポイントは、家計部門と企業部門の波及の
動きを、企業から家計だけではなく、家計から企業へと、
双方向にしたことである。家計部門における雇用の創
出、消費水準の向上は、需要の拡大を通じて、企業部
門の生産の増加や企業収益の拡大につながる。また、
企業部門から家計部門への波及は、直近の景気拡大
期には見られなかったが、非正規労働者の処遇改善や

賃金の改善によって、復活させる必要がある。そうなれ
ば、景気回復の動きは、家計部門と企業部門で循環し、
内需が景気回復のエンジンとなっていく。
　問題は、家計からの需要拡大の動きが生じるかどう
かである。アメリカの場合は、景気回復の起点は、経
験的に、家計の消費であることが多い。世界的にみれば、
三つのフェイズが当てはまるとは限らない。しかし、元
来貯蓄好きの日本ではどうであろうか。政権交代によっ
て、2009年9月に誕生した鳩山政権は、「コンクリートか
ら人へ」をキャッチフレーズに、家計からの需要拡大を
成長戦略として掲げている。冒頭の小峰教授による3つ
のフェイズ論では、第1段階に「公共投資の増加」が含
まれているが、これを家計を直接的に重視した政策に
替えることといえる。家計部門に対して、家計所得を重
視した政策、雇用対策の強化、雇用とくらしのセーフテ
ィネット整備等が実施されることにより、雇用の安定・
確保、国民生活の向上が促される。日本人の貯蓄好き
の背景には、将来の生活不安があるとされる。セーフ
ティネットの整備により、安心感が広がれば、消費意欲
も向上するはずである。
　ただし、これだけでは十分ではない。家計部門が自
律的に需要を作り出していくためには、一人ひとりが生
活をもっと貪欲に楽しむことによって、消費を喚起する
ことも必要であろう。このためには、ワークライフバラン
スの推進が重要である。
　なお、図の下側に ｢内需をもエンジンとした本格的拡
大｣ とあるが、「内需をも」としている理由は、企業か
ら家計への波及を強くするためには、当然ながら、輸
出の増加による企業収益の拡大が必要だからである。
人口の増加、生活水準の向上によって、著しく市場規
模を拡大させている新興国に、日本企業は十分に食い
込んでいるとは言い難いようであるが、豊富なビジネス
チャンスはある。輸出を強力なエンジンの一つとして機
能させていくことも必要である。

（主任研究員　澤井　景子）

目指すべき本格的景気回復の姿とは？コラム

−2010年度日本経済展望（改定）の図表「景気回復の経路」の解説−
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交渉内容別に見た
労使協議制度の運用とその効果
−「問題探索型」労使協議の分析−

南雲智映　（連合総合生活開発研究所研究員）

　企業内における労使交渉の場として団体交渉と労使協
議があるが、これらは相対立する制度ではなく、相互に
補いあう性質を持っている。日本の企業環境・雇用環境
の複雑化によって経営状態を加味した交渉事項が増えた
ので、労使協議の役割は高まってきたと考えられる。
　その一方で、労使協議で取り扱う内容が拡大し、内容
によっては組合員の意見吸い上げや組合員間の意見調整
が難しくなった可能性がある。ここで労使協議の難易度
を考えてみると、従業員（組合員）の意見や要望を吸
い上げにくく、意見調整をしにくい交渉内容が難しいと
いえる。「対立型」の労働条件交渉は、一見すると難し
い交渉と考えられるが、実際は労働組合側と経営側の利
害対立点が明確であり、労使交渉自体が激しく行われよ
うとも交渉自体の難易度は必ずしも高くない。これに対
して「参加分配型」の労使交渉は、既存の利害対立を
協議するというよりも利害対立点自体を模索する必要が
ある。つまり、「参加分配型」とは「問題探索型」と言
い換えることも可能である。「問題探索型」の労使協議
は、一律ベースアップ交渉のように組合員の要望が明ら
かではなく、組合員間の利害も一致していない。この場
合、労使協議で組合の意見が取り入れられて一応の結論
を得たとしても、それが納得性の高いものとはなりにく
い。たとえば、人事評価基準の決定は、新しい評価基準
によって有利になる組合員と不利になる組合員がいるの
だから、その隠された対立点を顕在化する作業からはじ
めなければならないのである。
　それゆえ、個々の交渉内容を区別したうえで、①意見
吸い上げの難しさ、②意見調整の難しさ、③労使協議の
納得性を考慮しながら、労使交渉の流れを検討する。

　本稿では、労使協議のプロセスを検討するために、以
下のアンケート調査を分析した。
調査名：「これからの労使協議制のあり方に関する調査」

の労働組合調査（社会経済生産性本部、2005
年 6 月実施）

調査対象：社会経済生産性本部に関連する企業別組合の
中央執行部

調査方法：質問紙に回答のうえ郵送
有効回答数：330（有効回答率 13.2％）

　まず、労使協議で話し合われる内容と難易度について
議論しよう。図表１は、労働組合からみた労使協議の難
易度を示したものである。まず、労使の意見調整につい
て整理しよう。経営・人事の情報に基づいて労使協議が
開催される場合は、組合との意見調整が行われないケー
ス（会社側が事後説明のみを行う、事前説明のみを行う、
組合の意見を聞くが修正は行わない）と労使の意見調整
が行われるケース（会社側が労働組合の意見を聞いて案
を修正する、労働組合と協議して決定する）とがある。
これに対して、労働組合の発議により労使協議がもたれ
る場合は、最初の問題提起が労働組合側からなされて話
し合いが始まるので、かならず労使の意見調整が行われ
ると考えられる。組合との意見調整が行われる場合は、
労使双方に高い意見の調整努力が求められ、経営側が意
見を変えない場合には調整のために行われた努力の水準
は低いとみなすことができる。一般に、労使協議は労使
の利害が大きく異なる議題を扱う場合は意見がまとまり
にくく、労使が意見調整の努力をしても納得のいく結論
に達するのは困難である。
　次に労使協議で得られた結論に注目すると、組合に
とって納得度の高いものと低いものがある。これと調整
努力水準の高低を併せて考えると 4 パターンに分類する
ことができる。このうち、労使協議の難易度が最も高い
のは労使が高水準の調整努力を払ったにもかかわらず、
労使協議結果の納得度が低いものである。
　実際に、アンケート調査の結果をもとに、上記の基準
に基づいて議題ごとの労使協議の難易度を示したのが図
表２である。ここでは各議題について、労使協議に労
働組合の意見を取り入れた、または取り入れなかった割

1

問題の所在と分析視角

2

アンケート調査の内容

3

協議内容別の難易度
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合と労使協議結果に対する労働組合の納得度の平均値を
示した。「組合の意見を取り入れた」の割合が取り入れ
なかった割合よりも高く、かつ納得度が平均値（0.798）
より低い議題は「評価基準」「社員教育」「早期退職制度
の導入」「希望退職の募集」である。これらが労使協議
の難易度が高い議題である。
　ひとつの解釈として、評価基準、早期退職制度の導入、
希望退職の募集は組合員間の意見の調整が困難であるこ
とが考えられる。すなわち、評価基準の中身によって、
人事異動や早期退職の対象者によって、希望退職の基準
や条件によって、どの組合員が損あるいは得をするのか
が決まってしまうからである。また、社員教育について
は個々の組合員が希望する教育内容を明確にもっておら
ず、それゆえ労働組合が意見を吸い上げることが困難で
あるために労使協議の納得度が低いと解釈できる。

　続いて、労使協議の納得度を高める仕組みについて計
量的に分析しよう。労使協議制を制度として導入してい
る企業は多いが、その運用方法によって労使の納得度は
異なると考えられる。労働組合から見た労使協議の納得
度を被説明変数として仮説を検証しよう。すなわち、労
使協議制の運用方法によって、納得度が変化する議題は
何かを検討するのが、分析の目標である。

（１）推定方法
　アンケート調査では、労使協議制の納得度について「高
い」から「低い」まで 4 段階でたずねている。そのため
推定には順序プロビット分析を採用した。
　説明変数については、コントロール変数として、「正
社員数」「1 年間に労使協議が行われた回数」「産業ダ
ミー」（製造業 1　非製造業 0）「従業員増加ダミー」（こ
こ 3 年の従業員の増減に関して、「大幅に増えた」「やや
増えた」は 1、それ以外は 0）「利益ダミー」（経常利益
の状況に関して、「大いに伸びている」「やや伸びている」
は 1、それ以外は 0）を用いた 1。労使協議の運営に関
する説明変数は、「専門委員会ダミー（「なし」＝ 0、「ある」
＝ 1）」「（経営側からの）情報提供ダミー（「消極的」＝ 0、

「積極的」＝ 1）」を採用した。なお、専門員会と情報提
供は相関が高いので、それぞれを別個に説明変数として
加えた推定式を合計 44 本（22 議題× 2）計算した。

4

労使協議の納得度を高める仕組み
図表１　労使協議の難易度（モデル）

図表２　労使協議の難易度（議題別）

（注）「組合の意見を取り入れた」の行の網掛けは 50％超の回答、「納得度の平均値」の網掛けは平均値（0.798）以下のものである。
また、議題名にある網掛けは、上記２つの条件を満たした難易度の高い議題である。
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（2）推定結果
　図表 3 は、推定結果をもとに、専門員委員会と経営
側からの情報提供の効果をまとめたものである 2。まず、
専門委員会は「経営方針全般」「具体的な経営計画」「予
算決算」「安全衛生」「評価基準」「社員教育（能力開発）」

「人材配置・人事のローテーション」「出向」「転籍」「福
利厚生（諸手当その他）」「新卒者の採用計画」の議題に
対して正の効果を持っている。また、情報提供に関して
も、「具体的な経営計画」「勤務シフト（交代勤務）」「出
向」「中途採用」について有意で正の効果を検証できた。
　22 議題中 13 の議題が専門委員会もしくは経営側から
の情報提供という運用方法によって労使協議の納得度が
高まるが、その理由としては、議題の内容が専門知識
を必要とし、専門知識を前提に情報共有をしなければ労
使協議の対立点や協調点も見出しにくいからと考えられ
る。つまり、問題を探索しなければ、労使協議制度が機
能しないと考えられる。

　図表 3 には、満足度分析と一緒に難易度分析の結果
も示してある。解釈の際に留意すべき必要があるのは、
協議の難易度が高かった「評価基準」「社員教育（能力
開発）」「早期退職制度の導入」「希望退職の募集」である。

「評価基準」や「社員教育（能力開発）」は難しい議題で
あるが、運用方法によって納得度を高めることが可能で
ある。しかし、「早期退職制度の導入」や「希望退職の
募集」は難しい議題であり、なおかつ運用によって納得
度を高めることが難しいと言える。
　運用の効果が異なる理由として、「早期退職制度の導
入」や「希望退職の募集」の場合は、インセンティブ制
度設計が困難であることがあげられる。経営側は残って
ほしい従業員とそれ以外を正確に把握していないし、組
合側も組合員の残留に対する希望の差を個人レベルで完
全に把握しているわけではない。一般的に従業員は、経
営側にも組合側にも自分の意思を語りたがらない。そし
て、そもそも経営側の残留希望と組合員個人の残留希望
は一致していないと言える 3。なお、希望退職は指名解
雇ではないので、退職に対するインセンティブ制度を設
計することになる。個人の残留希望の分布を探索するの
が難しく、経営側と組合側が考えるインセンティブ制度
案も大きく異なれば、調整は難しいと考えられる 4。
　一方、「評価基準」や「社員教育（能力開発）」は、新しい評
価制度や社員教育制度の導入によって有利と不利の個人
差は生まれるだろうが、新制度案が生まれた後もどちら
の側であっても全社員にとって高い関心事項であり、対
立点だけでなく協調点を探ることが多いといえよう。

　本稿では、労働者間の利害を発見し、利害の調整が必

要になる協議内容を「問題探索型」の労使協議と名付け
たが、「問題探索型」の場合には労使協議に対する納得
度は薄れることを指摘したい。このような発見事実は労
使協議制の限界と考えることも可能であるが、協議事項
の性質上、団体交渉で取り扱うことに適してないことも
事実である。そうであるならば、労使協議制の更なる深
化こそが求められていると言えよう。とくに労務管理の
個別化や雇用形態の多様化が進めば、今後も「問題探索
型」の協議内容が増えると考えられるので、そのような
深化は強く求められるだろう。
　労使協議制の深化に関して参考になるのが、労使協
議制の運用に関する分析結果である。経営側とのイン
フォーマルな協議を増やしながら情報共有を進め、労使
双方の専門家が事前に密に話し合う運用方法は有効であ
るといえる。
　なお本稿のアンケート分析は労働組合側から見た意見
や評価に限られている。今後、労使協議制の実態を複数
の観点から評価するには、経営側のアンケート調査を追
加し、双方のデータを結合する必要がある。今後の研究
課題としたい。

※本稿は、梅崎修・南雲智映（2009）「交渉内容別にみた
労使協議制度の運用とその効果−「問題探索型」労使協議の
分析−」『日本労働研究雑誌』No.591（2009年10月号）、
pp25-40の内容を圧縮し、再構成したものである。先行研究、
調査内容の詳細、ヒアリング調査の内容、より細かな分析結
果、参考文献等はそちらを参照されたい。

1　従業員の増減、利益の増減は、それぞれ５件法の選択肢である。
2　専門員委員会と情報提供の係数に関して有意なものを整理した。

なお、全ての推定式に関して尤度比検定を行い、棄却できない
ものは係数の P 値が有意であっても非有意とした。

3　経営側が強く残留を希望している従業員の中に、希望退職に応
募して転職を希望する従業員が混じっている可能性も高い。

4　労使協議の結果、インセンティブ制度ができあがってからも、
組合の立場からは問題が生じる可能性が高い。すなわち、早期
退職や希望退職の基準が明確になれば、組合員を退職候補者と
それ以外に分けることになるからである。結果として、退職者
候補とならなかった組合員はこの問題に関しては声をあげなく
なる（退職候補者しか声をあげない）可能性がある。

5

分析結果の解釈と含意

6

政策的含意

図表３　労使協議の運用による効果（議題別）

（注）図表中の「＋」は、順序プロビット分析を行った結果、「専門委員会
ダミー」、「情報提供ダミー」が統計的に有意（10%水準）であったことを
示す。なお、1%水準、5%水準で有意なケースもあったが、一括して「＋」
と表記した。
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今月のデータ 厚生労働省「平成21年労働組合基礎調査結果の概況」

1975年以来の組織率上昇
図表 1　労働組合組織率の推移（2000 〜 2009 年）

図表２　雇用者数と労働組合員数の推移（2000〜2009年）

組織率の反転
　「平成21年労働組合基礎調査の概況」1（2009年12月10日発表）

によると、2009年6月時点の労働組合の推定組織率は18.5%（前年

比＋0.4%ポイント）で、1975年以来、34年ぶりに前年を上回った（図

表１）。

　日本の労働組合組織率は、終戦直後に急上昇し、1949年にはピー

ク（55.8%）に達した。その後すぐに下降に転じたものの、高度成長

期から2度のオイルショックを経験するまでの間は33%前後で安定し

ていた。その後は、長期の下降傾向が続き、2003年に20%を割って

いる。ただし、ここ数年の傾向をみると2006年は18.2%、2007年

と2008年は18.1%と下降に歯止めがかかっており、今回調査でいよ

いよ上昇に転じたのである。

明るい要因と楽観できない要因
　組織率が上昇したといっても、その背後には明るい要因と楽観視で

きない要因の両方がある。推定組織率の計算に使われている、労働組

合員数と雇用者数に注目しよう。

　まず、図表２で労働組合員数をみると、前年より13,000人増加し

ている（前年比+0.1%ポイント）2。これが明るい要因であり、組織率

を引き上げている。労働組合による組織拡大の取り組みの成果が表れ

た結果といえよう。さらに2006年以降、労働組合員数の減少に歯止

めがかかっていることもわかる。ちなみに、産業別に労働組合員数の

増減（図表３）をみると、「卸売業、小売業」で前年より＋74,000人、

「運輸業、郵便業」で＋34,000人と増加幅が大きい。一方、「公務」（−

図表３　産業別・労働組合員数と推定組織率の推移（2008〜2009年）

出所：厚生労働省『平成 21 年労働組合基礎調査結果の概要』
　　  （2009 年 12 月）

資料：厚生労働省『平成 21 年労働組合基礎調査結果の概要』
　　　（2009 年 12 月）より作成。

（注１）2008 年の労働組合員数は、2009 年の数値と「対前年差」より逆算した。
（注２）雇用者数 100 万人未満の産業については、推定組織率が不安定なため示して
　　　  いない。
資料：厚生労働省『平成 21 年労働組合基礎調査結果の概要』（2009 年 12 月）より作成。

32,000人）、「建設業」（−29,000人）、とい

ったところで大きく組合員数を減らしている。

　続いて、図表２に戻って雇用者数をみると、

2008〜2009年に110万人減少している。

減少幅は最近では最も大きく−2.0%におよ

ぶ。雇用情勢の急激な悪化を反映した結果で

あり、組合員数の増加以上に組織率を引き上

げた要因である。したがって、労働組合とし

ては、今回の組織率上昇は必ずしも手放しで

喜べる結果ではない。

　なお、産業別の組織率は「製造業」（＋

2.3％ポイント）、「情報通信業」（＋1.2％ポイ

ント）で、1％ポイント以上の上昇がみられる

（図表３）。
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パートタイム組織率の上昇
　全体の組織率は今回調査でようやく上昇に転じたが、パートタイム

等を含む短時間労働者の組織率（いわゆる「パートタイム組織率」）は

以前から上昇傾向にあり、2009年段階で5.3%（前年＋0.3%ポイント）

に達している3（図表４）。これは就業時間35時間未満の短時間労働者

数の増加ペースよりも、パートタイム労働組合員数の増加ペースが大

きいためである（図表５）。たとえば、2008〜2009年の間に、短

時間労働者は6.9%ポイント（＋85万人）増加している一方、パート

タイム組合員数の増加幅は13.7%ポイント（＋84,000人）である。

　しかし、この事実の裏を返せば、パートタイム以外の組合員がこの

1年間で71,000人減少している計算になる。したがって、労働組合に

とっては組合費収入が減少し、財政はさらに厳しくなっていると思わ

れる。

連合の組織拡大
　全体の労働組合員数は1年間で13,000人の増加であったが、連合

については64,000人増加している4（図表６）。連合の構成組織（産別）

では、UIゼンセン同盟が45,000人増、自動車総連が21,000人増と、

連合の組織拡大に貢献している。UIゼンセン同盟は新規加盟組合の

組合員数、パートタイム労働者等への企業内組織拡大人数がともに

多く、自動車総連は関連企業や非正規労働者（定年再雇用者含む）

の組織化などによって組合員数が増加した。一方、自治労（−

24,000人）、日教組（−6,000人）といった官公部門で組合員が減少

している。

　なお、連合は『組合づくりアクションプラン21（2010〜2011）』

にもとづき、構成組織（産別）、地方連合会、連合本部の組織拡大目

標を設定し、さらなる組織化をめざしている。

1　厚生労働省は毎年「労働組合基礎調査」を実施しており、2009年調査の
速報として公表されている。より詳細な集計結果の公表は2010年3月の
予定。

2　女性の労働組合員の増加は75,000人である。したがって、男性組合員が
62,000人減少した計算になる。

3　パートタイム組織率の計算式には、一般にパートタイマーと呼ばれてい
る人以外も含まれていることに注意が必要である。まず、分母（短時間
労働者数）は就業時間35時間未満の雇用者である。ここにはたとえば正
社員で短時間労働をしている人などが入ってくるし、パートでも労働時
間が長い人は除外される。一方、分子（パートタイム労働組合員数）には、
①職場の呼称が「パート」等である人、②1日の労働時間が職場の一般
従業員より短い人、③1週の労働日数が職場の一般従業員より短い人が
含まれる。したがって、正社員でも1日の労働時間や週の所定労働日数
が一般社員よりも少ない人は入ってくる。

4　この数値は構成組織（産別）を通じて連合に加盟している組合員の人数で
ある。地方連合直加盟の組合員数も含めると2009年段階で6,832,000人、
2008年と比べて7万人増である。

図表４　パートタイム労働者の推定組織率の推移（2000〜2009年）

（注１）推定組織率の計算の分母に用いた数値は、雇用者のうち
週あたり就業時間が 35 時間未満の者の人数（「労働力調
査」、各年 6 月）である。

（注２）推定組織率の計算の分子に用いた数値は、「労働組合基礎
調査」における「パートタイマー組合員数」（組合員が所
属する事業所において①１日の所定労働時間がその事業
所の一般労働者より短い者、②１日の所定労働時間が同
じであっても１週の所定労働日数が一般労働者より少ない
者、及び③事業所においてパートタイマー、パート等と呼
ばれている労働者）である。

資料：厚生労働省『平成 21 年労働組合基礎調査結果の概要』（2009
年 12 月）、厚生労働省「労働組合基礎調査」より作成。

図表 5　短時間労働者、パートタイム組合員の増減（2000〜2009年）

資料：厚生労働省『平成 21 年労働組合基礎調査結果の概要』（2009
年 12 月）、厚生労働省「労働組合基礎調査」より作成。

図表６　連合・連合構成組織における労働組合員数の増減（2008−2009年）

（注１）連合の構成組織（産別）は、2008 年から 2009 年の間に、
組合員数が増加したところと減少したところを、それぞれ
2 位まで示した。

（注２）通常、推定組織率の計算には、単一労働組合員数が用い
られるが、ここでは単位労働組合員数が使われている。

出所：厚生労働省『平成 21 年労働組合基礎調査結果の概要』（2009
年 12 月）
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［編集後記］

　中小企業の処遇・雇用問題は古くて新しいテーマです。労働組合に対しては、これまでも
労働条件の底上げを達成するための取り組みが期待されてきました。今号の特集は、改めて
中小企業の現状を捉えるとともに、労働条件底上げのために労働組合と公共政策に何が求め
られているかについて議論を喚起するという意図で企画しました。
　また、日本経済の展望についてのシミュレーション（改定版）を掲載しました。非正規労
働者の処遇改善を中心に賃金改訂が行われた場合、日本の経済成長率（名目）はプラスとな
るという結果が出ています。これから春闘の時期を迎えますが、経済成長のためにも賃上げ
が期待されます。
　最後に、今月のデータでは「労働組合の組織率上昇」について取り上げました。しかし、
本編では触れませんでしたが、99人以下の規模の企業では組織率は1.1%にすぎず、ほとん
ど変動はありません。月並みな意見ですが、労働組合の力で労働条件底上げを達成するため
には、中小企業の組織化の取り組み強化も不可欠の課題だと思います。	 　　　  （トモ）

発　行　人／薦田　隆成
発　　　行／（財）連合総合生活開発研究所
　　　　　　〒 102－0072　東京都千代田区飯田橋 1－3－2　曙杉館ビル3Ｆ
　　　　　　TEL 03－5210－0851　FAX 03－5210－0852

DIO に対するご意見、ご要望がございましたら DIO 編集部（dio@rengo-soken.or.jp）までお寄せください。

印刷・製本／株式会社コンポーズ・ユニ
　　　　　　〒 108－8326　東京都港区三田 1－10－3　電機連合会館 2 階
　　　　　　TEL 03－3456－1541　FAX 03－3798－3303

【1月の主な行事】

	 1月5日	 仕事始め

	 6日	 所内・研究部門会議

	 11日	 働く貧困層（ワーキング・プア）に関する調査研究委員会

	 	 （主査：福原　宏幸　大阪市立大学教授）

	 13日	 企画会議

	 	 研究部門・業務会議

	 20日	 所内・研究部門会議

	 	 外国人労働者問題に関する調査研究委員会	 （主査：鈴木　宏昌　早稲田大学教授）

	 26日	 「2010年度日本経済の展望（改定）」公表

	 	 非正規労働者の雇用のあり方に関する調査研究委員会	 （主査：佐藤　厚　法政大学教授）
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